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第１０１期  中間決算公告

福岡市中央区天神二丁目13番1号

株式会社　福 岡 銀 行

取締役頭取　谷　 正 明

平成23年11月25日

(単位：百万円)

固 定 資 産圧 縮積 立金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

金　　額

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

未 払 法 人 税 等95,474

141,295

5,525

41,279

リ ー ス 債 務

コ ー ル ロ ー ン

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

90,503

54,997

外 国 為 替

そ の 他 資 産

1,944,391

6,562,275

8,502 そ の 他 負 債

科　　　　　　目

社 債

有 価 証 券

貸 出 金

265,810

4,269

預 金現 金 預 け 金

譲 渡 性 預 金

借 用 金

コ ー ル マ ネ ー

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

利 息 返 還 損 失 引 当 金

外 国 為 替

資 産 除 去 債 務

2,425

科　　　　　　目

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

金　　額

( 純 資 産 の 部 )

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 負 債

資 本 金

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

負 債 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返

そ の 他 の 偶 発 損 失 引 当 金

資 産 の 部 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

その他有価証券評価差額金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

34,330

△ 106,862

7,372,997

336,028

32,249

40,661

659,212

1,205

115,232

72,459

431

738

67

71,222

979

2,981

991

31,937

232,296

46,520

34,330

8,701,268

82,329

60,480

9,144,218 9,144,218負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

375,106

35,681

△ 13,832

中間貸借対照表（平成２３年９月３０日現在）

45,993

67,842

442,949

185,775

474

144,220

41,081

60,479

1
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89,552

67,221

( 53,742 )

( 12,188 )

15,370

127

5,783

1,048

64,539

11,274

( 2,529 )

7,474

430

36,985

8,375

25,012

21

21

336

45

291

24,696

149

10,029

10,178

14,518

経 常 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

( う ち 預 金 利 息 )

　平成２３年４月  １日　から中間損益計算書 　平成２３年９月３０日　まで

科　　　　　　　　　　目　 金　　　　　　　　　　額

経 常 収 益

(単位：百万円)

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 )

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

固 定 資 産 処 分 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

重要な会計方針 

１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の

格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、

取引の約定時点を基準とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上

するとともに、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」

に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の

時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日において決

済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有価証券、

金銭債権等については前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生商品については

前期末と当中間期末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による原価法又は償却原価法

（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、

その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売

却原価は主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

また、変動利付国債のうち、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価

とみなせない状態にあると判断したものについては、当中間期末においては、合理的に算定さ

れた価額をもって中間貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格等をもって中

間貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」は 2,852 百万円増加、「繰延税金資産」は

1,152 百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は 1,700 百万円増加しております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来のキャッシ

ュ・フローを、国債の利回り曲線に基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、

国債の利回りが主な価格決定変数であります。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上してお

ります。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ３年～50 年 

その他  ２年～20 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、原則

としてリース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零と

しております。 
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５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権

については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在

は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下

「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し

必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務

者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積も

ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子

率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー

見積法）により引き当てております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間におけるデフォルト件数から算出したデフォ

ルト率等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該

部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の

引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の

評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として

債権額から直接減額しており、その金額は 40,878 百万円であります。 

(2) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しており

ます。なお、当中間期末においては、年金資産の額が、退職給付債務から未認識項目の合計

額を控除した額を超過しているため、前払年金費用として中間貸借対照表の「その他資産」

に計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は以下のとおり

であります。 

過去勤務債務    発生年度に全額を処理。 

数理計算上の差異  各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か

ら損益処理。 

(3) 利息返還損失引当金 

利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息等の返還請求に備え

るため必要な額を計上しております。 

(4) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に

備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上してお

ります。 

(5) その他の偶発損失引当金 

その他の偶発損失引当金は、業務上発生する可能性のある偶発損失を見積り、必要と認め

る額を計上しております。 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前

に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。 
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８．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第 24 号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法に

ついては、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ

手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価し

ております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ

手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 25 号）に規定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する

目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である

外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認

することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に

係る控除対象外消費税等は中間期の費用に計上しております。 

10．税効果会計に関する事項 

中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当事業年度において予定している剰余

金の処分による固定資産圧縮積立金の積立て及び取崩しを前提として、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

 

追加情報 

当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24 号平成 21 年 12 月４日）及び「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 24 号平成 21 年

12 月４日）を適用しております。 

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）に

基づき、当中間会計期間の「償却債権取立益」は「その他経常収益」に計上しております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式（及び出資金）総額 4,865 百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の

国債に合計 240,677 百万円含まれております。 

無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券及び現金担保付債券

貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分

できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券は 357,966 百万円であ

ります。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は 5,328 百万円、延滞債権額は 135,792 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかっ

た貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、

法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また､延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって､破綻先債権及び債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 398 百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅

延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 44,536 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

186,056 百万円であります。 

なお、上記３から６に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自

由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は39,078百万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金 2,440 百万円 

有価証券 947,519 百万円 

その他資産 110 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 22,864 百万円 

債券貸借取引受入担保金 40,661 百万円 

借用金 490,000 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券

258,446 百万円、その他資産 12 百万円を差し入れております。 

子会社、子法人等及び関連法人等の借入金等にかかる担保提供資産はありません。 

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は 11 百万円、保証金は 1,800 百万円でありま

す。 

なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上

の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理

しておりますが、これにより引き渡した商業手形及び買入外国為替はありません。 
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９．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,645,513 百

万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能な

ものが 2,474,505 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高

そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ

れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当

行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が

付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求す

るほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日        平成 10 年３月 31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法   

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号

に定める算定方法に基づき、地価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額（路線価）を基準として時価を算出しております。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用の土地の当中間期末における時価の合計額と

当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 36,678 百万円 

11．有形固定資産の減価償却累計額   58,085 百万円 

12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入

金 115,000 百万円が含まれております。 

13．社債は、期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）87,500 百万円であります。 

14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対

する当行の保証債務の額は 24,419 百万円であります。 

15．銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率 13.10％ 

 

（中間損益計算書関係） 

１． その他経常収益には、償却債権取立益 676 百万円を含んでおります。 

２． 減価償却実施額は下記のとおりであります。 

有形固定資産 1,865 百万円 

無形固定資産 995 百万円 

３．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 5,832 百万円、株式等償却 1,023 百万円を含んでお

ります。 
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（有価証券関係） 

中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しており

ます。 

 

１．満期保有目的の債券（平成 23 年９月 30 日現在） 

 

 
 種類 

中間貸借対照表 
計上額 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

 国債 110,231 120,306 10,074

 社債 27,180 28,651 1,471

 その他 7,985 8,059 73

 

時価が中間貸
借対照表計上
額を超えるも
の 

小計 145,398 157,017 11,619

 国債 ― ― ―

 社債 ― ― ―

 その他 19,948 18,453 △1,494

 

時価が中間貸
借対照表計上
額を超えない
もの 

小計 19,948 18,453 △1,494

 合計 165,346 175,470 10,124

 

２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成 23 年９月 30 日現在） 

 

  子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（中間貸借対照表計上額 子会社・子法人等株式

3,624 百万円、関連法人等株式 1,216 百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められるものであります。 

 

３．その他有価証券（平成 23 年９月 30 日現在） 

 

 
 種類 

中間貸借対照表 
計上額 

(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

 株式 49,796 23,764 26,031

 債券 1,396,907 1,368,726 28,181

 国債 846,221 830,032 16,188

 地方債 22,060 21,220 839

 社債 528,625 517,473 11,152

 その他 184,958 172,330 12,628

 

中間貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの 

小計 1,631,661 1,564,820 66,840

 株式 16,722 21,016 △4,294

 債券 73,015 73,701 △685

 国債 28,130 28,180 △49

 地方債 2,449 2,459 △10

 社債 42,436 43,061 △625

 その他 66,327 68,640 △2,312

 

中間貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの 

小計 156,066 163,358 △7,292

 合計 1,787,727 1,728,179 59,548
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（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

  
中間貸借対照表 

計上額 
(百万円) 

 非上場株式 7,400

 非上場外国証券 27

 その他 6,982

 合計 14,410

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

４．減損処理を行った有価証券 

有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取

得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められ

ないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を

当中間期の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当中間期における減損処理額は、1,085 百万円（うち、株式 709 百万円、債券 375 百万円）で

あります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準におい

て、有価証券の発行会社の区分毎に以下のとおり定めております。 

 破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 

 要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

 

正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落又は、時価が取
得原価に比べ30％以上50％未満下落したもので市場価
格が一定水準以下で推移等 

なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形取引所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破

綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社、破

綻懸念先とは、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社であります。要注意先と

は、今後の管理に注意を要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻

懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。
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（税効果会計関係） 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりでありま

す。 

 繰延税金資産  

 貸倒引当金 51,995 百万円 

 税務上の繰越欠損金 8,152  

 退職給付引当金 6,364  

 有価証券償却 10,837  

 減価償却 2,054  

 その他 14,856  

 繰延税金資産小計 94,261  

 評価性引当額 △17,531  

 繰延税金資産合計 76,730  

 繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △23,866  

 退職給付信託設定益 △11,035  

 固定資産圧縮積立金 △534  

 その他 △14  

 繰延税金負債合計 △35,451  

 繰延税金資産の純額 41,279 百万円 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 598 円 61 銭 

１株当たり中間純利益金額 19 円 62 銭 

 

（重要な後発事象） 

 当行及び当行の完全親会社である株式会社ふくおかフィナンシャルグループは、平成 23 年 10 月

21 日開催の各社取締役会において、株式交換により、前田証券株式会社を当行の完全子会社とする

ことに関する基本方針を決定し、その具体的な検討・協議に向けて前田証券株式会社との間で基本合

意書を締結いたしました。 
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(単位：百万円)

　注 1.　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　 2.　元本補てん契約のある信託については、平成２３年９月３０日現在取扱残高がありません。

352金 銭 信 託

金 額

有 価 証 券

資 産 金 額 負 債

(平成２３年９月３０日現在)

(参　考)

信 託 財 産 残 高 表

352 352合 計 合 計

現 金 預 け 金

298

54
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（単位：百万円）

科　　　　　目

（　負　債　の　部　）

267,037 預 金 7,365,022

4,269 譲 渡 性 預 金 316,828

90,503 コールマネー及び売渡手形 32,249

63,613 債券貸借取引受入担保金 40,661

2,425 借 用 金 610,528

1,942,158 外 国 為 替 1,205

6,556,664 社 債 115,232

8,502 そ の 他 負 債 88,077

97,406 退 職 給 付 引 当 金 605

142,100 利 息 返 還 損 失 引 当 金 1,089

5,955 睡眠預金払戻損失引当金 2,981

44,657 その他の偶発損失引当金 991

146,270 再評価に係る繰延税金負債 31,937

△ 115,618 支 払 承 諾 146,270

負 債 の 部 合 計 8,753,682

（　純　資　産　の　部　）

資 本 金 82,329

資 本 剰 余 金 60,587

利 益 剰 余 金 238,687

株 主 資 本 合 計 381,605

その他有価証券評価差額金 35,654

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △13,832

土 地 再 評 価 差 額 金 45,993

その他の包括利益累計額合計 67,814

少 数 株 主 持 分 52,843

純 資 産 の 部 合 計 502,263

9,255,945 負債及び純資産の部合計 9,255,945

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

債券貸借取引支払保証金

外 国 為 替

有 形 固 定 資 産

貸 出 金

有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

資 産 の 部 合 計

中間連結貸借対照表（平成２３年９月３０日現在）　

金　　　額

（　資　産　の　部　）

科　　　　　目

そ の 他 資 産

金　　　額

現 金 預 け 金

無 形 固 定 資 産

コールローン及び買入手形



－13－ 

93,251

67,278

( 53,793 ）

( 12,194 ）

15,166

127

9,669

1,010

65,827

10,537

( 2,528 )

5,896

431

39,652

9,308

27,423

21

21

336

45

291

27,107

545

10,025    

10,571    

16,536    

1,356     

15,179    

中間連結損益計算書 平成２３年 ４月　１日  から　　　　
平成２３年 ９月３０日  まで　　　　

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）

（ う ち 預 金 利 息 ）

科　　　　　目

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（単位：百万円）

金　　　　　額

少 数 株 主 利 益

役 務 取 引 等 収 益

資 金 運 用 収 益

経 常 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

経 常 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 処 分 益

少 数 株 主 損 益 調 整 前 中 間 純 利 益

減 損 損 失

法 人 税 等 合 計

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

特 別 利 益

そ の 他 経 常 費 用

営 業 経 費
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中間連結財務諸表の作成方針 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等   13 社 

会社名 

福銀オフィスサービス株式会社 

福 銀 事 務 サ ー ビ ス 株 式 会 社 

福 銀 不 動 産 調 査 株 式 会 社 

ふ く お か 債 権 回 収 株 式 会 社 

Fukuoka Preferred Capital Cayman Limited  

Fukuoka Preferred Capital 2 Cayman Limited  

株 式 会 社 Ｆ Ｆ Ｇ カ ー ド 

株式会社ＦＦＧビジネスコンサルティング 

福岡コンピューターサービス株式会社 

ふ く ぎ ん 保 証 株 式 会 社 

一般社団法人ふくおか・アセット・ホールディングス 

有限会社マーキュリー・アセット・コーポレーション 

有限会社ジュピター・アセット・コーポレーション 

 

② 非連結の子会社及び子法人等は該当ありません。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等は該当ありません。 

② 持分法適用の関連法人等   ２社 

会社名 

前 田 証 券 株 式 会 社 

成長企業応援投資事業有限責任組合 

  （持分法適用の範囲の変更） 

   九州技術開発１号投資事業有限責任組合は、平成 23 年９月９日に清算を結了したことから、

持分法適用の範囲から除外しております。 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は該当ありません。 

④ 持分法非適用の関連法人等は該当ありません。 

(3) 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 

９ 月 末 日 ８社 

７ 月 25 日 ２社 

1 2 月 末 日 ３社 

② 12 月末日を中間決算日とする子会社及び子法人等については、９月末日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表により、またその他の子会社及び子法人等については、それぞれの中

間決算日の財務諸表により連結しております。 

中間連結決算日と上記の中間決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整

を行っております。 
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
 

会計処理基準に関する事項 

(1) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の

格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約

定時点を基準とし、中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上する

とともに、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」

に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結決算

日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間連結決算日に

おいて決済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等に、

有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益

の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末におけるみなし決

済からの損益相当額の増減額を加えております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による原価法又は償却原価法

（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困

難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。 

(4) 減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上

しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ３年～50 年 

その他  ２年～20 年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、主として当行と同様の処理を

行っております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて

償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、原則

としてリース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零と

しております。 
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(5) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権に

ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債

務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に

判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務者

のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もるこ

とができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割

引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）

により引き当てております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間におけるデフォルト件数から算出したデフォル

ト率等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部

署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当

を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評

価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権

額から直接減額しており、その金額は 44,209 百万円であります。 
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金については貸倒実績率等に基づく処理を行って

おります。 

(6) 退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる

額を計上しております。なお、当行は、当中間連結会計期間末において、年金資産の額が、退

職給付債務から未認識項目の合計額を控除した額を超過しているため、前払年金費用として中

間連結貸借対照表の「その他資産」に計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上

の差異の処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務     発生年度に全額を処理 

数理計算上の差異   各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連

結会計年度から損益処理 

(7) 利息返還損失引当金の計上基準 

利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息等の返還請求に備える

ため必要な額を計上しております。 

(8) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備

えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しておりま

す。 

 (9) その他の偶発損失引当金の計上基準 

その他の偶発損失引当金は、業務上発生する可能性のある偶発損失を見積り、必要と認めら

れる額を計上しております。 

(10) 外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付してお

ります。 

(11) リース取引の処理方法 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものにつ

いては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
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(12) 重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第 24 号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の

方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等と

ヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し

評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

(ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッ

ジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で

行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建

金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ

とによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

(13) 消費税等の会計処理 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

(14) 税効果会計に関する事項 

中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当行の決算期において予定して

いる剰余金の処分による固定資産圧縮積立金の積立て及び取崩しを前提として、当中間連結

会計期間に係る金額を計算しております。 

 

追加情報 

 当中間連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24 号平成 21 年 12 月４日）及び「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 24 号平成 21

年 12 月４日）を適用しております。 

 なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）に

基づき、当中間連結会計期間の「償却債権取立益」は「その他経常収益」に計上しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式（及び出資金）総額（連結子会社及び連結子法人等の株式（及び出資金）を

除く） 

 2,030 百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の

国債に合計 240,677 百万円含まれております。 

無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券及び現金担保付債券

貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分

できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券は 357,966 百万円であ

ります。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は 5,329 百万円、延滞債権額は 136,072 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかっ

た貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、

法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって､破綻先債権及び債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 398 百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅

延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 44,536 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

186,337 百万円であります。 

なお、上記３から６に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自

由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、39,078百万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金 2,440 百万円 

有価証券 947,519 百万円 

その他資産 110 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 22,864 百万円 

債券貸借取引受入担保金 40,661 百万円 

借用金 490,000 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券

258,446 百万円、その他資産 12 百万円を差し入れております。 

関連法人等の借入金等にかかる担保提供資産はありません。 

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は 11 百万円、保証金は 1,725 百万円でありま

す。 

なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上

の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理

しておりますが、これにより引き渡した商業手形及び買入外国為替はありません。 
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９．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,645,460 百

万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能な

ものが 2,474,452 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高

そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに

影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及

びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込み

を受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられておりま

す。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も

定期的に予め定めている行内（社内）手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契

約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用

の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成 10 年３月 31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号

に定める算定方法に基づき、地価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額（路線価）を基準として時価を算出しております。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用の土地の当中間連結会計期間末における時価

の合計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 36,678 百万円 

11．有形固定資産の減価償却累計額   59,500 百万円 

12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入

金 115,000 百万円が含まれております。 

13．社債には、期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）87,500 百万円が含まれております。 

14．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対

する保証債務の額は 24,419 百万円であります。 

15．銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率   13.20％ 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．その他経常収益には、償却債権取立益 676 百万円を含んでおります。 

２．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 6,657 百万円、株式等償却 1,023 百万円を含んでお

ります。 

３．中間包括利益  23,531 百万円 
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（金融商品関係） 

○金融商品の時価等に関する事項 

平成 23 年９月 30 日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には

含めておりません（（注２）参照）。 
    （単位：百万円）

 

 

 中間連結貸
借対照表計
上額 

時  価 差  額 

 (1) 現金預け金 267,037 267,049 12

 (2) コールローン及び買入手形 4,269 4,266 △2

 (3) 債券貸借取引支払保証金 90,503 90,492 △11

 (4) 買入金銭債権（＊1） 63,265 62,039 △1,225

 (5) 特定取引資産  

  売買目的有価証券 2,424 2,424 ―

 (6) 有価証券  

  満期保有目的の債券 137,412 148,957 11,545

  その他有価証券 1,788,075 1,788,075 ―

 (7) 貸出金 6,556,664  

  貸倒引当金（＊1） △114,396  

   6,442,267 6,574,675 132,407

 (8) 外国為替 8,502 8,506 3

 資  産  計 8,803,758 8,946,487 142,729

 (1) 預金 7,365,022 7,367,054 2,031

 (2) 譲渡性預金 316,828 316,901 73

 (3) コールマネー及び売渡手形 32,249 32,258 8

 (4) 債券貸借取引受入担保金 40,661 40,629 △31

 (5) 借用金 610,528 612,192 1,663

 (6) 外国為替 1,205 1,205 ―

 (7) 社債 115,232 116,400 1,168

 負  債  計 8,481,728 8,486,643 4,914

 デリバティブ取引（＊2）  

  ヘッジ会計が適用されていないもの 3,577 3,577 ―

  ヘッジ会計が適用されているもの (31,512) (31,512) ―

 デリバティブ取引計 (27,935) (27,935) ―

（＊１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、

買入金銭債権に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、中間連結貸借対照表

計上額から直接減額しております。 

（＊２） 特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括

して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。 
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（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。満期のある預け金については、個々の取引から発生する将来キャッシ

ュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分ご

との予想損失率に基づく信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定し

ております。 

  (2) コールローン及び買入手形、及び(3) 債券貸借取引支払保証金 

これらのうち、有担保取引については、ほとんどの部分が担保により信用リスクが相殺さ

れているため、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リ

スクの市場利子率で割り引いた現在価値を算定しております。また無担保取引については、

個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子

率に、内部格付に準じた債務者区分ごとの予想損失率に基づく信用リスク要因等を上乗せし

た利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

  (4) 買入金銭債権 

買入金銭債権のうち、満期のあるものについては、取引金融機関から提示された価格によ

っております。但し、取引金融機関から提示された価格が取得できないものについては、個々

の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、

内部格付に準じた債務者区分ごとの予想損失率に基づく信用リスク要因等を上乗せした利率

で割り引いた現在価値を算定しております。また満期のないものについては、信用状態が実

行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。 

  (5) 特定取引資産 

トレーディング目的で保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引

金融機関から提示された価格によっております。 

  (6) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によって

おります。投資信託は、公表された基準価格によっております。但し、債券のうち、取引所

の価格及び取引金融機関から提示された価格のいずれも取得できないものについては、個々

の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、

内部格付に準じた債務者区分ごとの予想損失率に基づく信用リスク要因等を上乗せした利率

で割り引いた現在価値を算定しております。 

自行保証付私募債は、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間

別の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分ごとの予想損失率に基づく信用

リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

    変動利付国債のうち、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみ

なせない状態にあると判断したものについては、当中間連結会計期間末においては、合理的

に算定された価額をもって中間連結貸借対照表計上額としております。これにより、市場価

格等をもって中間連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」は 2,852 百万円増加、

「繰延税金資産」は 1,152 百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は 1,700 百万円増加し

ております。 

    変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来のキャッ

シュ・フローを、国債の利回り曲線に基づく割引率を用いて割り引くことにより算定してお

り、国債の利回りが主な価格決定変数であります。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載し

ております。 
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  (7) 貸出金 

貸出金については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別

の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた貸出金の種類及び債務者区分ごとの予想損失

率に基づく信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。

将来キャッシュ・フローの見積もりは、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映する

ため、次回の金利期日を満期日とみなしております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシ

ュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し

ているため、時価は中間連結決算日における中間連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高

を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けて

いないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額に近似してい

るものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

  (8) 外国為替 

外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、輸出手形・旅行小切手等（買

入外国為替）、輸入手形による手形貸付（取立外国為替）であります。これらのうち、外国

他店預けについては、満期のない預け金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。また、買入外国為替及び取立外国為替については、個々

の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、

内部格付に準じた債務者区分ごとの予想損失率に基づく信用リスク要因等を上乗せした利率

で割り引いた現在価値を算定しております。 

 

負 債 

  (1) 預金、及び(2) 譲渡性預金 

要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価と

みなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ

ュ･フローを見積もり、新規に預金を受け入れる際に使用する利率で割り引いた現在価値を算

定しております。 

  (3) コールマネー及び売渡手形、及び(4) 債券貸借取引受入担保金 

これらは、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リス

クの市場利子率に、市場価格のある社債等から推定される当行の信用リスク要因等を上乗せ

した利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

  (5) 借用金 

借用金については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別

の無リスクの市場利子率に、市場価格のある社債等から推定される当社の信用リスク要因等

を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。将来キャッシュ・フローの見

積もりは、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映するため、次回の金利期日を満期

日とみなしております。 

  (6) 外国為替 

外国為替は、他の銀行から受け入れた外国為替資金決済のための預り金及び非居住者円預

り金（外国他店預り）、売り渡した外国為替のうち支払銀行等への代り金の支払いが未了の

外国為替（売渡外国為替）、支払いのために仕向けられた外国為替のうち顧客への代り金の

支払いが未了の外国為替（未払外国為替）であります。これらは、満期のない預り金、又は

外国為替であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。 
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  (7) 社債 

当行の発行する社債の時価は、市場価格があるものは市場価格によっております。市場価

格のないものは、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無

リスクの市場利子率に、市場価格のある社債等から推定される当行の信用リスク要因等を上

乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。将来キャッシュ・フローの見積も

りは、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映するため、次回の金利期日を満期日と

みなしております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通

貨関連取引（通貨先物、通貨オプション、通貨スワップ等）、債券関連取引（債券先物、債

券先物オプション等）であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等

により算出した価額によっております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の

時価情報の「資産(6)有価証券」には含まれておりません。 

 
  

（単位：百万円）

 

 
区分 中間連結貸借対照表計上額 

 子会社及び子法人等株式並びに関連法人等株式（＊1） 2,030 

 その他有価証券  

 ① 非上場株式（＊1）(＊2) 7,630 

 ② 非上場外国証券（＊1） 27 

 ③ 投資事業有限責任組合等(＊3) 6,982 

 合  計 16,670 

 

（＊１） 子会社及び子法人等株式並びに関連法人等株式、その他有価証券のうち非上場株

式並びに非上場外国証券については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２） 当中間連結会計期間において、非上場株式について313百万円減損処理を行なって

おります。 

（＊３） 投資事業有限責任組合等のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握すること

が極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象と

はしておりません。 
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（有価証券関係） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載して

おります。 

 

１．満期保有目的の債券（平成 23 年９月 30 日現在） 

 

 
 種類 

中間連結貸借
対照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

 国債 110,231 120,306 10,074

 地方債 ― ― ―

 社債 27,180 28,651 1,471

 その他 7,985 8,059 73

 

時価が中間連
結貸借対照表
計上額を超え
るもの 

小計 145,398 157,017 11,619

 国債 ― ― ―

 地方債 ― ― ―

 社債 ― ― ―

 その他 19,948 18,453 △1,494

 

時価が中間連
結貸借対照表
計上額を超え
ないもの 

小計 19,948 18,453 △1,494

 合計 165,346 175,470 10,124

 

２．その他有価証券（平成 23 年９月 30 日現在） 

 

 
 種類 

中間連結貸借
対照表計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

 株式 49,908 23,862 26,046

 債券 1,396,907 1,368,726 28,181

 国債 846,221 830,032 16,188

 地方債 22,060 21,220 839

 社債 528,625 517,473 11,152

 その他 184,958 172,330 12,628

 

中間連結貸借
対照表計上額
が取得原価を
超えるもの 

小計 1,631,774 1,564,918 66,856

 株式 16,957 21,305 △4,348

 債券 73,015 73,701 △685

 国債 28,130 28,180 △49

 地方債 2,449 2,459 △10

 社債 42,436 43,061 △625

 その他 66,327 68,640 △2,312

 

中間連結貸借
対照表計上額
が取得原価を
超えないもの 

小計 156,300 163,648 △7,347

 合計 1,788,075 1,728,566 59,509
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３．減損処理を行った有価証券 

有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取

得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められ

ないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差

額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当中間連結会計期間における減損処理額は、1,085 百万円（うち、株式 709 百万円、債券

375 百万円）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準におい

て、有価証券の発行会社の区分毎に以下のとおり定めております。 

 破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 

 要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

 

正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落又は、時価が取
得原価に比べ30％以上50％未満下落したもので市場価
格が一定水準以下で推移等 

なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形取引所における取引停止処分等、法的・形式的

に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥ってい

る発行会社、破綻懸念先とは、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社で

あります。要注意先とは、今後の管理に注意を要する発行会社であります。正常先とは、上

記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。 

 

（金銭の信託関係） 

 該当事項はありません。 

 

（賃貸等不動産関係） 

 賃貸等不動産の総資産に占める割合が僅少であるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

 １株当たりの純資産額607円36銭 

 １株当たり中間純利益金額20円51銭 

 

（重要な後発事象） 

 当行及び当行の完全親会社である株式会社ふくおかフィナンシャルグループは、平成23年10月21日開催の

各社取締役会において、株式交換により、前田証券株式会社を当行の完全子会社とすることに関する基本方

針を決定し、その具体的な検討・協議に向けて前田証券株式会社との間で基本合意書を締結いたしました。 

 


